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子ども・子育て支援新制度の概要 
 

 

 

 

◆子ども・子育て支援新制度のねらい  

●父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという  

   基本的認識の下に、国や地域を挙げて、社会全体で子ども子育てを支  

   援する新しい支え合いの仕組みを構築する。  

  ●地域における創意工夫を活かし、小学校就学前の子どもに対する教育  

    及び保育並びに保護者に対する子育て支援の総合的な提供を推進する。  

 

◆子ども・子育て支援新制度の方向性  

  ●質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供  

  ●保育の量的拡大・確保  

   ・待機児童の解消  

   ・地域の保育を支援  

  ●地域の子ども・子育て支援の充実  

 

◆主なポイントと内容  

  ●認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等）  

    ・幼保連携型認定こども園について、認可・指導監督の一本化、  

      学校及び児童福祉施設としての法的位置づけ  

  ●認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）  

     小規模保育等への給付（「地域型保育給付」）  

  ●地域の子ども・子育て支援の充実⇒13項目の事業実施  

    （利用者支援、地域子育て支援拠点等）  

 

◆子ども・子育て支援新制度の仕組み  

  ●基礎自治体（市町村）が実施主体  

   ・市町村は地域のニーズに基づき事業計画を策定し、給付・事業を実施  

  ●社会全体による費用負担⇒子ども・子育て支援の充実：約0.7兆円   

  ●政府の推進体制⇒一元的に内閣府において所管           

  ●地方版子ども・子育て会議の設置⇒日野市の場合、すくすくプラン推進

協議会の継承をイメージ  

  

◆実施条件等    

  ●新制度の施行は、消費税の10％への変更（平成27年10月）と連動して  

   おり、最速で平成27年4月の施行を想定  
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◆子ども・子育て支援給付  

  ●施設型給付   

    認定こども園、幼稚園、保育所  

  ●地域型保育給付   

    小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育 等  

  ●児童手当  

    現行制度と同様  
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